
1

議題２ 費用便益分析の対象費用について

資料２
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「治水経済調査マニュアル（案）」における対象費用の考え方

～（中略）～

平成11年6月に、「治水経済調査マニュアル（案）」（建設省河川局（現在は国土交通省水
管理・国土保全局））が策定され、対象とする費用として「工事諸費」を計上している。

※現行のマニュアル(案)においても同様
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工事諸費

工事諸費とは、職員給与や各種職員手当、庁費、車両費等を指し、
地方整備局等に一括で配分されるもの。

［治水海岸事業工事諸費の例］ ※令和7年度一般会計予算書より
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「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」における対象費用の考え方

～（中略）～

平成16年2月に「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」が策定され、計上する費
用の考え方として「用地費、補償費、建設費、維持管理費等」と記載。

※現行の技術指針においても同様



5

【参考】他事業の費用便益分析マニュアルにおける対象費用の考え方

■道路事業の例
「費用便益分析マニュアル
（令和７年２月 国土交通省 道路局 都市局）」
P16抜粋

■港湾事業の例
「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル
（令和６年６月 国土交通省 港湾局）」

Ⅱ-1-23 頁 抜粋
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• 「治水経済調査マニュアル（案）」(平成11年6月策定，令和6年4
月最終改定) においては、対象とする費用として「工事諸費」を
計上することとなっている。

• 一方で、省全体の統一的な指針である「公共事業評価の費用便益
分析に関する技術指針」 (平成16年2月策定)においては、対象と
する費用の中に「工事諸費」は含まれていない。
（また、他事業の費用便益分析マニュアルにおいても、対象とす
る費用として「工事諸費」は含まれていない）

• 以上を踏まえ、今後、河川・ダム事業においても、同指針に則り
「工事諸費」を対象費用から除外。

河川・ダム事業の費用便益分析における対象費用の考え方について
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治水経済調査マニュアル（案） の改定案

旧 新
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治水経済調査マニュアル（案） の改定案

旧 新


